
〇電子基準点で得られるデータの費用負担、公民連携のあり方については、公共経済学における公共財に関
する議論枠組で費用便益分析を行った上で検討する必要あり

→事務局にて適切に調査を進めていただいているものと認識

〇EUにおけるデータ法制の中のオープンデータ指令（2019）では、
・地理空間情報を高価値データセットのひとつと位置づけ、データ提供対価は無償を原則とする
・公共事業体や公的支援を受けて研究を行う機関に対してもデータのオープン化（無償にはかぎらない）を推進

する
・その他、2018年のEUの政策文書「共通欧州データ空間に向けて」では、TtoBおよびBtoGのデータ共有を推進

するための諸原則を提示
→EUのこの2，3年の状況は承知していないが、EUの上記枠組みにおいて、地理空間関係のBtoGのデータ共
有についてどのような運用がなされ、どのような議論があるのかを探ることは有用と思われる。

〇公民連携に関して、サッチャー政権以来、英国で議論の蓄積があると思われる。
→制度面では、行政法の友岡先生（日本大学）がお詳しい（地理院の測量行政懇談会の「流通・活用制度部
会」の委員）

○EUの直近の状況として2025年施行のEUデータ法がありますので、そちらにも目配りをする必要がある。
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